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理事会を開催しました

魅力ある職場へ取組報告

伊藤県土木部長着任あいさつ
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本会は３月 27 日、水戸市の県建設技術研修センターで理事会を開催し、平成 30 年度の事
業計画案などを承認しました。本年度は「建設現場の生産性向上」と「建設業における働き方
改革」を両輪とし、若者が夢をもって将来を託せる産業となるように積極果敢に取り組んでい
きます。

冒頭、岡部英男会長は「地域建設業を取り巻く

環境は依然として厳しい。生産性向上や働き方改

革の推進へ業界を挙げて真正面から取り組んで

いかなければならない」と述べた上で「事業計画

案と収支予算案の慎重審議をお願い申し上げる」

とあいさつしました。

議事では、新規入会者、事業計画案、収支予算

案を審議し、いずれも原案どおり決定。地域建設

業に期待されている地域の守り手としての役割

を果たすべく、社会資本整備の計画的推進と公共

事業予算の持続的・安定的な確保・拡大、受注機

会の確保、工事施工の平準化などについて強く要

望していく方針を確認しました。

また、会員企業の経営改善、経営基盤の強化に

資するため各種講習会を開催するとともに、生産

性向上に関する取り組みとして、ＩＣＴ施工の現

場見学会や研修会なども開催します。

さらに、地域経済を支え、地域の安全・安心を

守る地域建設業の役割について県民・社会から正

しく理解を得られるよう、積極的な情報発信に努

め、若年入職者の確保・育成に向けて高校生など

を対象とした現場見学会、現場実習、インターン

シップを行います。

このほか、６月から登録開始となる「建設キャ

リアアップシステム」の窓口業務の執行体制の整

備を図ります。

若者が夢もてる産業へ積極果敢若者が夢もてる産業へ積極果敢
本会の理事会を開催

岡部会長

− 2 −

茨 建 協 ニ ュ ー ス第585号	 	 平成30年4月15日茨 建 協 ニ ュ ー ス



現場の生産性向上と働き方改革
平成30年度事業計画案を決定

建設工事の品質と県民の安全・安心の
確保を図る事業

①公共事業予算の安定的な確保・拡大

 ・ 「地域の守り手」としての役割を果たすため

には、安定的な受注の確保が前提となる。社

会資本整備の計画的推進と公共事業予算の持

続的・安定的な確保・拡大、受注機会の確保、

工事施工の平準化について公共発注機関に強

く要望する。

②品確法と運用指針等のさらなる徹底

 ・ 予定価格や適切な工期の設定、多様な入札契

約制度、総合評価方式の普及・拡大、ダンピ

ング対策の徹底、不良不適格業者の排除、適

切な設計変更などについて情報収集を行い、

入札・契約制度の改善事項について、関係発

注機関へ要望・提言を行う。

③�経営の改善、技術力の向上等に関する啓発

指導事業

・ 建設業におけるＩＣＴ技術を活用した最先端

技術などに関する情報収集に努めるとともに、

ドローンを用いた三次元測量からＩＣＴ建機

による施工までのＩＣＴ土工研修会などを開

催する。

④建設業における地域貢献活動事業

・ 災害時の応急対策業務、家畜伝染病に関する

防疫業務への即応体制を整えるとともに、道

路の清掃活動、不法投棄防止パトロールなど

を引き続き実施する。

・ 緊急時における事業継続計画（ＢＣＰ）への

対応についても、会員企業での取得を促進し、

信頼される業界を目指す。

⑤積極的な広報活動の推進

・ 業界のイメージアップにつながる効果的な広

報について調査・検討するとともに、将来の

担い手確保・育成に資する広報活動を積極的

に展開する。

建設業の健全な発展向上を図るための
雇用改善および人材確保・育成に関す
る事業

①人材の確保・育成に関する取り組み

・ 工業高校生等を対象とした建設現場見学会、

現場実習などを実施するほか、普通科の学生

にも門戸を広げたインターンシップ等を引き

続き実施する。

・ 本年度も工業高校生を対象とした２級土木施

工管理技士資格試験の準備講習会を開催する。

・ 「茨城県建設産業担い手確保・育成ネットワー

ク協議会」を中心に、従業員のキャリアに応

じた研修を実施し、スキルアップを図るとと

もに、合同企業説明会等を開催し人材の確保

を図る。

②建設キャリアアップシステムへの対応

 ・ 6 月から技能者と事業者の登録が始まり、今

秋ごろから現場で就業履歴の蓄積が開始でき

るよう進められている。本格稼働に向け、情

報収集に努め、会員企業に適時適切に提供す

るとともに、協会における窓口業務の執行体

制の整備を図る。

平成30年度事業計画案の重点項目
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県魅力ある建設事業推進連絡会議（ＣＣＩ茨城、
岡部英男委員長）が３月 27 日に水戸市の県建設
技術研修センターで開かれ、昨年度の事業報告を
行うとともに、本年度の事業計画案、収支予算案
などを決定しました。本年度も県内中学生を対象
とした木造倉庫建設体験学習などを実施します。

ＣＣＩ茨城は昨年度、つくばみらい市谷和原中
学校で校倉工法による木造倉庫建設体験学習を実
施。９月28日〜11月22日の間の２日間を利用し、
基礎工事や組立工事、重機の操作体験など、貴重
な機会を中学生に提供しました。

また、県内各地で開催された建設体験学習や現
場見学会、インターンシップの実施協力なども行
いました。これらの事業は本年度計画にも引き続
き盛り込まれました。

ＣＣＩ茨城は、本会のほか、県造園建設業協会、
県電設業協会、東日本建設業保証、県土木部で構
成。建設業の魅力向上を目的に、さまざまな事業
を推進しています。

本会の岡部英男会長が委員長を務める「若年者
に魅力ある職場づくり事業推進委員会」と「建設
労働者確保育成事業推進委員会」が３月 27 日に水
戸市の県建設技術研修センターで開催されました。

尾曽正人副委員長のあいさつ後、事務局が昨年
度に実施した建設労働者確保育成事業の結果を報
告しました。主な事業では、入職・職場定着事業
として学生の現場見学・実習、普通科高校インター
ンシップなどのほか、茨城労働局からの受託事業
である雇用管理改善促進事業などを実施しました。

本年度の事業計画としては、建設業の担い手確
保・育成および技能継承が重要な課題であることか
ら、働き方改革や生産性向上を通じて労働条件の改
善、雇用の維持、若年労働者の入職促進および定着、
技能労働者の育成を推進。また、高齢者や女性が
活躍できる労働条件の整備を図り、建設産業がより
魅力ある産業となることを目指していきます。

主な事業としては、建設雇用改善パトロールや
学生の現場見学・実習の実施、若年者に魅力ある
職場づくりセミナーや建設業合同企業説明会の開
催、建設系高校生を対象とした資格取得講習会な
どに取り組みます。

その後の意見交換では、茨城労働局職業安定部
職業安定課の栗原智子課長が、ことし１月におけ
る県内の雇用情勢の概況や新規高等学校卒業予定
者の求人・求職・内定状況を説明しました。建設
業の求人は、前年度比 14 人増の 1239 人で、内定
者数は同１人増の 287 人となっています。

見学・実習・インターンシップを継続
魅力職場、労働者確保事業推進委が事業報告と計画

木造倉庫建設体験学習など実施 CCI茨城
事業報告・計画
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土木委員会（梅原基弘委員長）は、３月 14 日
に会合を開き、平成 29 年度の事業報告や 30 年度
の事業計画案について話し合いました。30 年度の
事業計画案には、建設工事の生産システムに関す
る諸問題への取り組みや、建設技術者の個の資質
向上に関する取り組みなどを盛り込みました。

冒頭、細谷武史担当副会長は、中身の濃い委
員会となることを期待。梅原委員長は、各委員
のこれまで協力に感謝するとともに、議題につ
いて慎重な審議を呼び掛けました。

会合では、30 年度の発足へ準備が進む「いば
らき社会インフラメンテナンス技術者育成協議
会」（いばらきＭＥ）について執行部から説明を
受けるとともに、県の土木一式工事等における
発注標準金額の見直しや社会保険等加入対策に
ついて話し合いました。

30 年度の事業計画案には、社会資本維持管理
分野等への取り組み、災害対応にかかる体制の
推進、発注機関および関連団体等との意見交換
なども盛り込みました。

発注機関や関連団体と意見交換発注機関や関連団体と意見交換
土木委員会

人材開発委員会（高橋修一委員長）は３月６日、
協会本部で会合を開き、平成 30 年度事業計画案な
どについて話し合いました。30 年度は、建設業に
おける人材の確保・育成に関する取り組みなどを推
進します。

冒頭、小林伸行担当副会長は、建設業界では雇
用管理問題が危機的状況にあると指摘し、人材確保
に尽力してほしいと呼び掛けました。

続いて高橋委員長は、魅力ある建設産業づくりの
実現に取り組んでいくと意気込みを述べました。

30 年度の事業計画としては、建設業における人
材の確保・育成に関する取り組み（若年入職者の確
保・育成に関すること、働き方改革に関すること）や、

建設産業担い手確保・育成コンソーシアム、地域連
携ネットワーク事業を推進します。

また、雇用改善に関する勉強会や研修会などを実
施するほか、発注機関および関連団体などとの意見
交換なども行います。

若年入職者確保・育成の取組推進
人材開発委員会

委員会活動報告
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本 会 お よ び 国、 県 で 構 成 す る 茨 城 県 i −
Construction 推進連絡会は３月 15 日、常総市内
で現場見学会と会議を実施しました。

当日は、まず、堤防整備が進んでいる鬼怒川右
岸向石下築堤工事の現場を見学し、担当者から工
事概要や進捗状況、ＩＣＴ施工を導入したメリッ
トなどについて説明を受けました。

その後、鬼怒川緊急対策プロジェクト監督官詰
所に移動し、各機関が進める平成 29 年度の i −
Construction の取り組みについて発表し、情報を
共有しました。

本会では、昨年８月 30 日につくば市内でＩＣ
Ｔ活用工事（土工）の見学会、本年１月 26 日に
日立建機ＩＣＴデモサイトでＩＣＴ施工講習会を

行っています。
本年度については、６月と 10 月に、日立建機

ＩＣＴデモサイトでＩＣＴ土工研修を実施する予
定です。

本会は３月６日、厚生労働省から受託した「建
設業における人材確保のための雇用管理改善促
進事業」で、第３回啓発実践推進委員会（小林
伸行委員長）を開催。雇用管理アドバイザーから
支援を受けた 13 社の取り組みなどが報告されま
した。

会合では、まず、啓発対象事業所
に対する相談支援の実施結果を事務
局が説明。雇用管理アドバイザーは
昨年７月〜本年２月にかけて、事業
所をそれぞれ５〜８回訪問し、長時間
労働の解消や人手不足、従業員の意
識改革など、事業所が抱えている問
題について支援しました。

また、休暇制度の見直しや新人指
導員制度の導入、業務改善提案制度

の策定、仕事と生活の調和推進計画の提出、就
業規則の改正など、各事業所に適した提案を行
いました。

企業によっては、すでに制度を導入したり、規
則を改正しているところもあり、本事業の効果が
確認されました。

支援受け13社が雇用管理改善 第３回啓発実践
推進委員会

鬼怒川の工事現場を見学
茨城県i-Construction推進連絡会
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茨城県幹部職員（建設関係部門） 平成30年4月1日現在

土木部
職　名 氏　名

部長 伊藤敦史●
次長 小室昌彦●
技監（総括） 大山登志彦●
都市局長 伊藤　高●
港湾振興監 中川研造
企画監 久家良和●
監理課長 池元和典
用地課長 皆川桂一
技監兼検査指導課長 横田喜一郎●
道路建設課長 仙波義正●
技監兼道路維持課長 柳澤晃宏●
技監兼河川課長 小林一洋●
技監兼港湾課長 二川　浩
営繕課長 小圷達也●
技監兼都市計画課長 渡辺紀之●
都市整備課長 池田　久●
市街地整備室長 飯村信夫●
技監兼下水道課長 大野谷祐二
技監兼建築指導課長 海老沢和雄●
住宅課長 足立信幸●
水戸土木事務所長 肥髙孝之●
技監兼常陸大宮土木事務所長 松橋秀広●

大子工務所長 清代英明●
技監兼潮来土木事務所長 鯉渕宏一●
土浦土木事務所長 小杉俊一
土浦土木事務所つくば支所長 内木二三男●
技監兼筑西土木事務所長 渡辺　功
常陸太田工事事務所長 石川博章●
高萩工事事務所長 西野清敬
鉾田工事事務所長 土子浩之●
竜ケ崎工事事務所長 茂田義巳●
常総工事事務所長 園部浩久●
境工事事務所長 瀬川　潔
茨城港湾事務所長 皆川和彦
鹿島港湾事務所長兼保安調整監 平田　正
鹿島下水道事務所長 今宮　泉
流域下水道事務所長 原部修一●

農地局
職　名 氏　名

農林水産部長 櫛田浩司
農地局長 根本　力
農村計画課長 石井昌広
農地整備課長 豊田雄一郎●
県央農林事務所土地改良部門長 飯塚弘幸●

県北農林事務所土地改良部門長 深谷洋二
鹿行農林事務所土地改良部門長 滑川健司
県南農林事務所土地改良部門長 檜山　敦●
県西農林事務所土地改良部門長 柏木達陽●
高萩土地改良事務所長 山野井浩一●
稲敷土地改良事務所長 大塚正美
境土地改良事務所長 枝川　栄●

企業局
職　名 氏　名

公営企業管理者企業局長 澤田　勝●
企業局次長 茅根継雄●
企画経営室長 浅野修一●
参事兼総務課長 蓼沼秋男●
業務課長 藤澤　賢●
施設課長 山中　博●
県南水道事務所長 野上邦男
鹿行水道事務所長 柏谷　聡●
県西水道事務所長 荒川眞人●
県中央水道事務所長 篠塚正樹

●…新任（敬称略）

茨城県の土木行政につき
まして、日頃から格別のご
理解とご協力を賜り、厚く
御礼申し上げます。

この４月に土木部長に着
任いたしました。どうぞよ

ろしくお願いいたします。
茨城県では、「活力があり、県民が日本一

幸せな県」の実現に向け、県政運営の指針と
なる「新しい茨城づくり」政策ビジョンを策
定しました。このビジョンでは、新しい４つ
のチャレンジを掲げており、土木部はこれを
実現するため、道路、河川をはじめとする様々
なインフラ整備に取り組んでおります。

特に、大規模災害からの復旧・復興を加

速させるとともに、公共施設の耐震化や長
寿命化など防災・減災対策や、高速道路等
の広域交通ネットワークの整備を推進して
まいります。

これらの整備を効率的に推進するために
は、地元の厚い信頼と優れた技術力を備え
た優良企業が、健全な経営のもと持続的に
発展できる環境整備が何よりも必要です。
このため、県といたしましては、意欲ある
建設業者の皆様への支援や建設業の健全な
発展に資する各種の取り組みを進めてまい
ります。

協会の皆様におかれましては、県土発展の
ために益々ご活躍されますようご祈念申し上
げ、着任のご挨拶とさせていただきます。

茨城県土木部長　伊藤  敦史着任あいさつ
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ちょっと一言

３月の季節外れの暖かさにより桜の開花も
早まり、満開に咲き誇る４月、協会も新年度入
りに伴い新しい職員を迎え入れました。例年に
なく大幅な入れ替えとなっております。新入職
員の皆様には、早く仕事に慣れていただくとと
もに、フレッシュな発想で、会員並びに建設業
界発展のため業務を進めてもらいたいと思いま
す。また、会員の皆様方もご指導・ご支援をお
願いいたします。　　　　　　　　　　（Ｉ）

会員の動向
〈代表者変更〉

▽ 境 支 部
　 ㈱福島工務店　福島　市郎  →  福島　勝

▽ 水 戸 支 部
　 芳野工業㈱　宮本　孝  →  宮本　裕司

▽ 高 萩 支 部
　 茨城日鉱建設㈱　金子　和男  →  千葉　泰紀

事業計画案など承認
茨建組が理事会

県建設業協同組合（岡部英男理事長）は 3 月
27 日、理事会を水戸市の県建設技術研修センター
で開催。第 48 期（平成 30 年度）の事業計画案な
ど全８議案を承認しました。

冒頭、岡部理事長は、喫緊の課題である働き方
改革による担い手確保や生産性向上などに取り
組まなければならないと強調し、「県内建設業者
の資金需要に対応し、経営の安定と健全な発展促
進を図るため、工事代金立替制度などの貸付事業
を引き続き実施してまいる」とあいさつ。

その後は議事に移り、県建設業振興基金（工事
代金立替制度）や地域建設業経営強化融資の事業
計画案、予算案などを審議。全ての議案が全会一
致で承認されました。

新 規 入 会
▽ 鉾田支部
    ㈲石田建材
   石田 敏晴　代表取締役
   住所：鉾田市冷水 1078
   電話：0291−37−0860

▽ 土浦支部
   ㈱秀商
   植村 光徳　代表取締役
   住所：つくば市篠崎 1215
   電話：029−86−1919

日 時：平成30年5月23日（水）
 　　　午前10時30分表彰式、
 　　　11時総会
場 所：茨城県建設技術研修センター
 　 　（水戸市青柳町4195）
議 題：29年度事業報告
  30年度事業計画案・
 　　　予算案ほか

平成 30 年度
定時総会のご案内
（一般社団法人）茨城県建設業協会

− 8 −

茨 建 協 ニ ュ ー ス第585号	 	 平成30年4月15日


	P1 表紙
	P2 若者が夢もてる産業へ積極果敢
	P3 現場の生産性向上と働き方改革
	P4
	見学・実習・インターンシップを継続
	木造倉庫建設体験学習など実施

	P5 委員会活動報告
	土木委員会
	人材開発委員会

	P6
	支援受け13社が雇用管理改善
	鬼怒川の工事現場を見学

	P7
	着任あいさつ
	茨城県幹部職員（建設関係部門）

	P8
	新規入会
	会員の動向
	定時総会のご案内
	事業計画案など承認
	ちょっと一言


